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Ⅰ．はじめに 

経腟分娩に伴う骨盤底筋や粘膜への損

傷は、骨盤底筋機能を低下させ、尿失禁や

便失禁といった排泄障害の他、骨盤内臓器

脱などの発症につながり、女性の生活の質

を著しく損なう1)ことが明らかになって

いる。これらの症状は、出産後すぐには顕

在化せずに日常生活行動による骨盤底筋

群への負荷や加齢による周囲の筋肉の衰

えにから数年経過してから発症に至る場

合もあり2)3)、骨盤底筋機能の低下は女性

の生涯に亘る健康問題といえる。 

低下した骨盤底筋群の機能は、骨盤底筋

体操で訓練を繰り返すことにより回復が

可能である4)5)ため、出産後から骨盤底筋

体操を行い、尿失禁や便失禁などの発症を

予防していくことが望まれる。 

しかし、産後の女性への骨盤底筋体操ク

ラスの際に、失禁症状がない、あるいは自

覚していない女性が骨盤底筋体操の効果

を実感することは難しい。また骨盤底筋群

を正しく収縮させているかどうかについ

ても実感しにくい。多くの場合、骨盤底筋

体操の指導は、インストラクターの口頭で

の指示に合わせて行われるが、この際、対

象者が正しく体操を実施できているかは

定かではない。このような理由から、音や

光などの信号で筋肉の収縮を知らせる機

器を用いたバイオフィードバック法で筋

肉の収縮を確認する方法も実施されるよ

うになった6)7)。 

これまでの研究では、骨盤底筋体操の継

続により骨盤底筋の機能を回復すること

や、骨盤底筋を正しく収縮させることがで

きているという実感を持つと、骨盤底筋体

操を自信をもって実施できることがわか

っている8)。 

本研究では、骨盤底筋体操の指導と共に、

超音波断層装置を使用して描写した骨盤

底筋の画像を助産師が対象者と見ながら

その機能を評価していく。これにより、対

象者自身が体操の効果を視覚を通して実

感できるようにすることがねらいである。 

 

研究目的 

本研究は、超音波診断装置を用いた骨盤

底筋体操クラスを受けた産後の女性と通

常ケアを受けた女性の骨盤底筋機能の回

復を比較すると共に、産後女性に対するケ

アの在り方を検討することである。 

 

Ⅱ．研究方法 

1.研究デザイン：非ランダム化比較試験 

2.研究期間：2014 年 2 月 1 日～2015 年 3

月 31 日（継続中） 

3.研究場所：静岡県内の助産所 

4.研究対象者：経腟分娩後 2～6 か月の初

産婦 

除外基準：帝王切開、双胎、骨盤位分娩の

女性。未成年者、日本語の読み書きができ

ない者。 

 

5.倫理的配慮 

対象者へ、研究内容を書面にて説明し同

意書を得て保管する。超音波診断装置によ
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る調査においては、対象者のプライバシー

へ十分な配慮を行う。得られた情報は、施

錠できる場所で厳重に管理する。研究への

参加の有無によって不利益を受けないこ

と、一度参加を同意しても取りやめること

が可能であることを保障する。本研究は東

京大学大学院医学系研究科倫理委員会の

承認を得て行った（承認番号 10636-(1)）。 

 

6.調査の流れと介入内容 

 病院 1 か所、診療所 2 か所、助産所 2

か所、保健センター2か所で、調査協力依

頼のパンフレットの配布し、調査参加の申

し込みがあった女性に対して、産後 2か月

時に調査内容等の説明を行った。説明後に

調査への参加に同意が得られた女性に対

して、ベースライン調査を行い、その後、

参加するクラスの割り付けを行った。 

 介入群に対しては、産後 3 か月時より、

１回／週、60 分間の骨盤底筋体操クラス

を健康運動指導士が 3か月間で計 12 回実

施した（図 1）。毎回、骨盤底筋体操クラ

ス終了後に超音波断層装置を用いて骨盤

底筋群の動きを助産師と一緒に確認した。 

コントロール群は産後 3～5か月の 3 か

月間は骨盤底筋体操クラスの受講はせず

に通常ケアとした。 

 

図 1）調査実施の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

7.調査・測定項目 

1)対象者属性 

産後 2 か月時に母子健康手帳および質

問紙により以下の情報を収集した。 

・属性：年齢、身長、体重、教育歴、経済

状況 

・出産状況・産後の健康状態：分娩方法、

分娩所要時間、出生時児体重、授乳方法 

 

2)骨盤底筋機能 

 産後2か月時と6月時に超音波断層装

置を用いて骨盤底筋機能の評価を行った。

骨盤底筋機能の評価指標には、挙筋裂孔面

積の収縮率の変化を用いた。 

超音波断層装置は、（Volson e（GE  

Healthcare 社製、オーストリア、4Dコン

ベ ッ ク ス プ ロ ー ブ 1.5-5.3 MHz 

RIC5-9-RS）を使用した。データは、足を

曲げ膝を立てた仰臥位で、ディスポーザブ

ルカバーで覆ったコンベックスプローブ

を会陰にあて、矢状面で恥骨と肛門直腸角

が明瞭に描写されるように調整して収集

した（図 2）。 

 

図 2）データ収集時のプローブのあて方 

 

 

データは、安静時のデータ収集を 2回実

施した後、1分ずつの休息をとりながら骨

盤底筋収縮時のデータ収集を 2 回実施し、

データは調査 ID をつけて保存した。デー
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タ収集時、対象者には超音波診断装置の画

面は見せずに、口頭で安静や収縮を指示し

てデータ収集を行った。 

挙筋裂孔面積の測定は、データ収集とは

別の日に行い、調査 ID をつけて保存した

3D データから、恥骨下縁と肛門直腸角を

結ぶ断面を描出させ、恥骨と恥骨直腸筋内

側で囲まれた部分をトレースして算出し

た(図 3)。収集した 2 回のデータから算出

された面積の平均値を代表値とした。 

 

図 3）恥骨直腸筋内側面積の計測 

 

 

2)プログラム順守状況と内容の検討 

体操クラスへの参加状況および自宅で

の体操日誌より体操実施回数等の情報を

収集した。 

 

8.統計解析方法 

 対象者の属性は、平均と標準偏差の記述

統計を使用し、Mann-Whitney のＵ検定を

用いた。骨盤底筋機能の変化は、中央値と

四分位範囲で表した。解析には、IBM SPSS 

Statistics 23.0 Microsoft Windows を使

用し、有意水準は両側 5%とした。 

 

Ⅲ．結果 

調査への参加に同意が得られた女性の

うち現在までに 14名の調査が終了してお

り、その平均年齢（平均±SD（範囲））は、

30.5 ± 4.6 歳、分娩方法は 14名中 1名が

器械分娩であった。対象者は、ベースライ

ン調査後に介入開始前に、介入群 8名、対

照群 6名に割り付けられた。 

群ごとの平均年齢は、介入群 29.8±5.6

歳、対照群 31.2±3.0 歳であり、身長、Ｂ

ＭＩ、妊娠期体重増加、分娩所要時間、児

出生体重、分娩方法共に有意な差はなかっ

た（表 1）。 

 

表 1） 対象者属性 

介入群 対照群
mean±SD　or　ｎ mean±SD　or　ｎ ｐ値

年齢 29.8±5.6 31.2±3.0 0.560
身長 159.3±3.9 161.5±5.1 0.896
BMI（産後2か月） 20.5±2.1 20.2±2.5 0.475
妊娠期体重増加 8.2±3.5 8.9±2.8 0.698
分娩所要時間 10ｈ17ｍ± 7ｈ21ｍ 6ｈ6ｍ±3ｈ10 0.391
児出生時体重 3045.2±387.2 3012.8±275.7 0.606
分娩方法 0.386
　　正常経腟分娩 7 6
　　器械分娩 1 0  

Mann-Whitney の U 検定 

 

 介入群 8名のプログラムへの参加状況

は、12回中平均 10 回であった。欠席の理

由は、児の体調不良、母の体調不良、健診

の予定等であった。自宅での骨盤底筋体操

の実施状況は、平均 2.73～51.90 回／日で、

10 回以下／日が 2名、10～20 回／日が 1

名、20 回以上／が 5名で、全対象者の平

均は 23.1 回／日であった。自宅で毎日欠

かさず体操を実施していたのは 4名のみ

で、体操を実施しなかった日数の最大は 5

日であった。体操を実施しなかった日があ

る対象者のうち、1名が 3日間連続して体

操を実施していなかったが、その他の対象

者は 2日以上続けて体操を実施しないこ

とはなかった。 

 介入群の挙筋裂孔面積の収縮率の変化
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の中央値は 4.70％で四分位範囲は

32.88％、対照群の中央値は 3.90％で四分

位範囲は 34.78％で、統計上有意差はなか

った。自宅での骨盤底筋体操実施回数、体

操クラスへの参加状況においても、統計上

の有意差はなかった。 

 

Ⅳ．考察 

対象者の属性は、介入群と対照群では

有意差はなかった。骨盤底筋機能の指標は、

現段階で全調査が終了している対象者数

が少なく統計上の有意差は得られなかっ

たが、介入群の挙筋裂孔面積の収縮率の変

化の値の方が対照群よりやや高かった。挙

筋裂孔の短縮率は骨盤底筋の機能を示し、

短縮率が高い方が、骨盤底筋機能が良好で

あることを示す 6)ことから、超音波診断装

置を用いた骨盤底筋群機能回復支援のた

めの体操クラスは、その効果が期待できる

かもしれない。 

プログラムの順守状況は、骨盤底筋体

操クラスへの出席状況は平均 12 回中 10

回であった。欠席の理由は児や母本人の体

調不良で、避けられないものであった。 

自宅での骨盤底筋体操の実施回数は、

平均 2.73～51.90 回／日と対象者間での

実施回数の差が大きかった。本研究では、

自宅での骨盤底筋体操の実施回数による

挙筋裂孔面積の収縮率の変化に有意差は

みられなかったが、骨盤底筋体操の総体操

回数が多いほど骨盤底筋機能の回復が見

込まれると言われていることから、今後自

宅での骨盤底筋体操実施回数に影響を与

える要因についても詳しく検討していく

予定である。 

また、体操を実施しなかった日数の最

大は 5日であったが、連日にわたり自宅で

の体操を休んだ対象者は 1名のみで、骨盤

底筋体操クラスが週 1 回コンスタントに

実施されることが、自宅での体操実施の動

機づけになり、体操継続に影響したのでは

ないかと推察された。 
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